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第１ 基本的な考え方  

独立行政法人自動車技術総合機構（以下「自動車機構」という。）は、自動車等の陸上

交通に係る国民の安全・安心の確保及び環境の保全を図るために国土交通省が実施する、

安全・環境基準の策定、自動車基準の国際調和及び鉄道システムの海外展開、自動車の

型式認証、検査・登録、リコール等の施策の遂行のため、道路運送車両法に基づく基準

適合性審査、リコール技術検証等の業務を実施するほか、同省が行う自動車等の基準策

定に係る研究の中核をなすとともに、自動車基準の国際調和及び鉄道システムの海外展

開への支援等を行う役割を担っており、国の政策を実現するための実施機関として業務

継続及び組織存続が必要である。 

 

他方、自動車機構の業務及び組織については、法人の政策実施機能の最大化を図るた

め、独立行政法人として真に担うべき事務及び事業に特化し、業務運営の効率性、自律

性及び質の向上を図るとともに、国の財政支出の縮減にもつながるよう、以下の見直し

を行う。  

 

第２ 事務及び事業の見直し  

１． 基準適合性審査業務 

自動車型式認証における基準適合性審査等については、令和５年より相次いで発生し

た自動車メーカーによる認証不正問題に対し、国土交通省が設置した「自動車の型式指

定に係る不正行為の防止に向けた検討会」でとりまとめられた不正防止対策を踏まえ、

量産されている型式指定車の保安基準適合性の確認や相談窓口の体制の整備など、今後

の審査体制のあり方を検討し、認証審査の強化を推進する。 

また、自動車の検査における基準適合性審査については、令和６年 10 月より開始し

た自動車の電子的な検査（OBD検査）を確実に実施するとともに、第２期中期計画にお

いて取り組んだ不当要求対策や不適切な検査事案の再発防止対策の継続と更なる対策



 

を検討し、的確で厳正かつ公正に実施する。 

 

２．リコール技術検証業務 

国土交通省との連携の下、自動車の不具合の原因が設計又は製作の過程にあるか、ま

たリコールの改善措置の内容が適切であるかの技術的な検証を実施する。 

また、引き続き、リコール等の疑いのある自動車の事故・火災見分への立会いや知見

の提供を行う。 

 

３． 登録確認調査業務 

 引き続き、必要な体制を確保しつつ、自動車の登録時における登録基準の適合性審

査に係る調査・確認の確実な実施に向けた取組みを推進する。 

 

４． 研究業務等 

自動車及び鉄道等の陸上交通に係る国民の安全・安心の確保及び環境の保全を図る

ため、近年の自動車技術等の急速な進展に遅れをとることなく、引き続き、国が実施す

る関連行政施策の立案や技術基準の策定等に資する研究等を行うとともに、自動車基準

の国際調和及び鉄道システムの海外展開への支援等のため、研究成果等を活用し、新た

な試験方法等の提案に必要なデータ取得等を行う。特に、国際標準の獲得を目指した国

土交通省の自動車基準調和世界フォーラム（UN/ECE/WP29）等における活動を支援する

ため、自動車機構の職員を我が国代表の一員として同フォーラム傘下の専門家会議等に

技術専門家として積極的に参加させ、同機構交通安全環境研究所の研究成果を活用する

ことで基準策定に貢献することにより、引き続き、我が国が主導して国際基準調和を進

めることが出来るよう努める。また、新技術や社会的要請に対応した行政への支援のた

め、研究業務の質の向上、自動車の審査業務及びリコール技術検証業務の高度化等を実

施する。 

更に令和６年10月より開始した自動車の電子的な検査の際に得られる情報について、

国土交通省との連携の下、機構が保有する情報の活用方法を検討する。 

 

第３ 組織の見直し  

（１）組織形態の見直し 



 

・自動車機構は、近年、自動運転技術をはじめ、自動車技術が著しく進展す

る中で、新技術に対応した基準策定、新車及び使用過程時の審査、リコール

について迅速かつ的確な対応が不可欠となっていることを踏まえ、「独立行

政法人改革等に関する基本的な方針」（平成25 年12月24日閣議決定）に

おいて、旧自動車検査独立行政法人及び旧独立行政法人交通安全環境研究所

の２法人を統合すること等とされたことを受けて平成28年４月に設立され

た法人であり、その設立趣旨を踏まえ、引き続き、必要な組織体制の整備等

を図りながら、自動車機構に第１の役割を担わせる。 

 

（２）組織体制の整備 

・引き続き、厳正かつ公正な審査業務に対応するための保安基準適合性審査、

自動車の電子的な検査に必要な技術情報の管理等の業務及び認証不正に対

し、多様な人材の確保・育成に係る取組みと重点的な要員配置を連携する等

により、自動運転技術をはじめとする新技術、当該技術の安全確保及び認証

不正防止等に係る社会的要請に対応するための組織体制の整備を行う。 

 

（３）支部事業所等の見直し 

・引き続き、自動車の検査・登録に係る業務量等に鑑み、地方事務所等の要員

配置の見直しを行う。 

 

第４ その他（業務全般に関する見直し）  

上記第２及び第３に加え、以下の取組を行う。 

 

１． 業務運営体制の整備 

（１）業務のデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進 

・人材確保が困難となっている状況に対応するため、国土交通省との連携の

下、自動車機構の業務のＤＸを推進し、業務運営の合理化及び効率化を図

る。また、それらに対応すべく IT人材の育成を進める。 

 

（２）管理運営の効率化 



 

・引き続き、自動車機構内の効率的な情報共有を図るため、情報システム基盤

の整備等を進めるとともに、円滑かつ迅速な意思決定プロセスを推進し各

業務システムの最適化等を検討すること等により、業務運営の合理化及び

効率化を図る。 

 

（３）内部統制の向上 

・引き続き、理事長をトップとする内部統制委員会及びリスク管理委員会並び

に検査業務適正化推進本部において、内部統制に係る実態の把握・分析及び

必要な見直しを継続的に実施し、職員一人一人の意識向上に努める等、内部

統制の向上に取り組む。 

 

（４）情報セキュリティ対策 

・「サイバーセキュリティ戦略」（令和3年9月28日閣議決定）等の政府の方

針を踏まえ、引き続き、個人情報の保護をはじめ、情報セキュリティの強化

を図る。 

 

２． 財務内容の改善 

（１）保有資産の見直し 

・引き続き、保有資産の必要性について不断の見直しを行う。 

 

（２）自己収入の増大 

・引き続き、知的財産権の実施許諾の推進、研究・試験・研修施設の外部利用

の促進、受託研究の獲得拡大及び競争的資金への積極的な応募により、収入

の確保・拡大を図る。 

 

（３）調達の合理化 

・引き続き、公正かつ透明な調達手続きによる適切で、迅速かつ効果的な調達

を実現する観点から、契約監視委員会を活用するとともに、毎年度「調達等

合理化計画」を策定・公表し、年度終了後、実施状況について評価・公表を

行う。 



 

 

（４）給与水準の適正化 

・引き続き、給与水準については、法人の事務・事業の特性等を踏まえた柔軟

な取り扱いを可能とするとともに、透明性の向上や説明責任の一層の確保が

重要であることに鑑み、給与水準及びその妥当性の検証結果を毎年度公表す

る。 

 

（５）中期計画予算の作成 

・引き続き、運営費交付金を充当して行う事業について、中期計画の予算を適

切に作成し、予算の適切な執行を図る。 

 

 

上記１．～２．のほか、既往の閣議決定等に示された政府方針に基づく取組につ

いて、着実に実施する。 


